
雇い入れ後のコンプライアンスについて8
従業員雇い入れ後の法令遵守（コンプライアンス）項目について、主なものを以下に示す。

【労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、労働契約法等によるもの】

（1）賃金から購買代金、親睦会費など一部を控除して支払うときの労使協定書の作成（労基法第24

条第1項）

（2）労働時間の適正な運用と記録及び法定労働時間を超える時間外・休日労働や深夜業に対する割

増賃金の支払

（労基法第32条、35条、37条・労働時間の適正な把握の基準）

（3）時間外・休日労働を行う場合、労使協定の締結と労働基準監督署への届出

（労基法第36条）

（4）年次有給休暇の付与（労基法第39条）

（5）就業規則の作成、整備と周知及び労働基準監督署への届け出

（労基法第89条）

（6）労働者名簿、賃金台帳の作成と保存（3年）（労基法第107条、第108条）

（7）解雇権乱用の禁止（労働契約法第16条）

（8）最低賃金法で定める地域別の最低賃金の支払（最賃法第4条）

（9）定期健康診断の実施と異常所見者の事後措置、健康診断個人票の作成と保存（5年）

（労働安全衛生法第66条）

（10）雇用保険・社会保険への加入（雇用保険法、健康保険法等）
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